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連結情報
当行グループは、当行及び連結子会社4社で構成され、銀行業を中心にリース業などの金融サービスに係る事業を行っております。

●銀行及びその子会社等の概況
1. 企業集団の状況

（注）	1.	上記子会社のうち、有価証券報告書を提出している会社はありません。
	 2.	「議決権の所有割合」欄の（　）内は子会社による間接所有の割合（内書き）、［　］内は、「自己と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関係があるこ

とにより自己の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる者」又は「自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者」による所有
割合（外書き）であります。

	 3.	「当行との関係内容」の「役員の兼任等」欄の（　）内は、当行の役員（内書き）であります。
	 4.	ウエスタンリース株式会社については、経常収益（連結会社相互間の内部経常収益を除く）の連結経常収益に占める割合が10％を超えております。なお、各指

標は下表のとおりであります。

（注）	連結子会社の状況及び当行グループが所有する株式等の出資割合につきましては平成22年9月30日現在で記載しております。

経常収益 経常利益 中間純利益 純資産額 総資産額
2,704 98 36 2,273 14,204

（単位：百万円）

※銀行の一の子会社等以外の子会社等が所有する当該一の子会社等の株式等の発行済株式の総数等に占める割合

名　称 当行グループが所有する株式等の出資割合
うち当行分 ※うち当行グループ会社の持分

筑銀ビジネスサービス（株） 100.0�％ 100.0�％ ―�％
ちくぎんコンピュータサービス（株） 60.0 5.0 55.0
ウ エ ス タ ン リ ー ス（株） 9.5 5.0 4.5
筑 邦 信 用 保 証（株） 29.1 5.0 24.1

●銀行及びその子会社等の主要な業務
1. 直近の中間連結会計期間における事業の概況
・企業集団の業績
当中間連結会計期間の経営成績は以下のとおりとなりました。
主要勘定の当中間連結会計期間末の残高は、預金・譲渡性預金合計は、資金調達のコアとなる個人預金が引き続き増加したことに加えて法人預金も増加

したことから、前年同期末比171億円増加して5,717億円となりました。貸出金は、地元企業を中心とした新規取引の拡大や個人のお客さまの住宅ローン
をはじめとした資金ニーズにお応えするため積極的な営業活動に努めました結果、前年同期末比26億円増加して3,809億円となりました。有価証券は、
引き続き預金による資金調達が好調に推移したことから、国債などの債券を中心に投資を行い、前年同期末比225億円増加して1,659億円となりました。
また、純資産は、内部留保により利益剰余金が増加したことに加えて、その他有価証券評価差額金が増加したことから、前年同期末比8億円増加して309
億円となりました。
損益の状況につきましては、経常収益は、運用利回りの低下により貸出金などの資金運用収益が減少したことなどから、前年同期比3億21百万円減収の

87億54百万円となりました。一方で、経常費用は、営業経費が増加しましたが、資金調達費用が減少したことに加えて、不良債権の処理費用が減少した
ことから、前年同期比3億57百万円減少して80億73百万円となりました。この結果、経常利益は、前年同期比36百万円増益の6億81百万円となりました。
また、中間純利益は、特別利益に貸倒引当金戻入益を計上したことなどから、前年同期比91百万円増益の3億34百万円となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　銀行業
　銀行業では、経常収益は、資金運用収益が減少したことなどから、前年同期比3億88百万円減収の61億82百万円となりました。経常費用は、資金調達
費用が減少したことなどから、前年同期比3億83百万円の減少となりました。この結果、経常利益は、前年同期比4百万円減益の5億60百万円となりました。

筑銀ビジネスサービス株式会社

ウエスタンリース株式会社

ちくぎんコンピュータサービス株式会社

筑邦信用保証株式会社

筑邦銀行
銀行業

本店ほか支店41か店

銀行業に付随し、関連する業務

リース業及びそれに付随し関連する業務

銀行業に付随し、関連する業務

債務保証業及びそれに付随し関連する業務

名　称 住所 資本金 主要な事業
の　内　容 設立年月日 議決権の

所有割合

当行との関係内容
役員の
兼任等

資金
援助

営業上
の取引

設備の
賃貸借

業務
提携

百万円 ％ 人

筑 銀 ビ ジ ネ ス
サービス株式会社 福岡県久留米市 10 事務受託業 昭和57年

12月13日
100.0 3

（1） 預 金 取 引 親会社より建物
の 一 部 賃 借 ─（─） ─

［─］
ちくぎんコンピュータ
サービス株式会社 福岡県久留米市 10 コンピュータ

関連業
昭和63年
1月30日

60.0 3
（1） 預 金 取 引 親会社より建物

の 一 部 賃 借 ─（55.0） ─
［40.0］

ウエスタンリース
株 式 会 社 福岡県久留米市 20 リース業 昭和49年

10月9日
9.5 2

（1）
金銭貸借取引
預 金 取 引

親会社より建物
の 一 部 賃 借 ─（4.5） ─

［60.5］
筑 邦 信 用 保 証
株 式 会 社 福岡県久留米市 30 保証業 昭和60年

10月1日
29.1 3

（1）
預 金 取 引
債務保証取引

親会社より建物
の 一 部 賃 借 ─（24.1） ─

［24.1］

2. 連結子会社の状況

010_0399528082301.indd   28 2011/01/07   17:26:21



連結情報

2929

2. 主要な経営指標等の推移
最近3中間連結会計期間及び最近2連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

（注）	1.	当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
	 2.	�1株当たり情報の算定上の基礎は、「1株当たり情報」に記載しております。なお、潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額につきましては、平成20年

度中間連結会計期間、平成21年度中間連結会計期間及び平成22年度中間連結会計期間、並びに平成21年度は潜在株式がないので、平成20年度は1株当たり当期
純損失金額を計上しているので記載しておりません。

	 3.	自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しております。
	 4.	連結自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用して

おります。

連結会計年度
項　目

平成20年度
中間連結会計期間

平成21年度
中間連結会計期間

平成22年度
中間連結会計期間 平成20年度 平成21年度

（ 自平成20年4月  1日 
至平成21年3月31日 ）（ 自平成21年4月  1日 

至平成22年3月31日 ）（ 自平成20年4月  1日 
至平成20年9月30日 ）（ 自平成21年4月  1日 

至平成21年9月30日 ）（ 自平成22年4月  1日 
至平成22年9月30日 ）

連 結 経 常 収 益 9,470 百万円 9,075 8,754 18,933 18,581
連結経常利益又は
連結経常損失（△） 749 百万円 645 681 △2,609 1,044

連 結 中 間 純 利 益 382 百万円 243 334 ― ―
連結当期純利益又は
連結当期純損失（△） ― 百万円 ― ― △2,753 299

連 結 純 資 産 額 31,195 百万円 30,022 30,912 26,496 30,511
連 結 総 資 産 額 589,056 百万円 612,280 625,165 592,809 606,547
1株当たり純資産額 463.82 円 443.20 455.60 387.17 449.85
1株当たり中間純利益金額 6.14 円 3.91 5.37 ― ―
１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額（△） ― 円 ― ― △44.21 4.80

潜 在 株 式 調 整 後
1株当たり中間純利益金額 ― 円 ― ― ― ―

潜 在 株 式 調 整 後
1株当たり当期純利益金額 ― 円 ― ― ― ―

自 己 資 本 比 率 4.89 ％ 4.51 4.54 4.07 4.62
連結自己資本比率
（ 国 内 基 準 ） 9.55 ％ 9.67 9.55 9.29 9.41

営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー 26,933 百万円 32,221 28,118 16,408 △4,336

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー △8,190 百万円 △14,509 △28,012 △2,437 △11,165

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー △162 百万円 △158 △159 △282 △319

現金及び現金同等物
の 中 間 期 末 残 高 40,278 百万円 52,939 19,510 ― ―

現金及び現金同等物
の 期 末 残 高 ― 百万円 ― ― 35,385 19,564

②　リース業
　リース業では、経常収益は、リース料収入等の営業収益が増加したことから、前年同期比41百万円増収の27億4百万円となりました。また、経常利益
は、前年同期比54百万円増益の98百万円となりました。
③　その他の事業
　その他の事業では、経常収益は、保証料収入が減少したことから、前年同期比4百万円減収の48百万円となりました。また、経常利益は、前年同期比
10百万円減益の23百万円となりました。

　キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

①　現金及び現金同等物の増減状況
　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同期末比334億29百万円減少して195億10百万円となりました。これは、効率的な資金の
運用・調達を行う中で、預金・譲渡性預金による資金調達が前年同期末比171億11百万円増加した一方で、有価証券による資金運用残高が前年同期末比
225億94百万円増加し、コールローンによる資金運用残高が230億円増加したことなどによるものです。
②　営業活動によるキャッシュ・フロー
　当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比41億3百万円減少して281億18百万円となりました。これは、主とし
て銀行業において、コールローンによるキャッシュ・フローが減少したことなどによるものです。
③　投資活動によるキャッシュ・フロー
　当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比135億3百万円減少して280億12百万円の減少となりました。これは、
主として銀行業において、有価証券の取得による支出が増加したことなどによるものです。
④　財務活動によるキャッシュ・フロー
　当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比1百万円減少して1億59百万円の減少となりました。
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中間連結貸借対照表
（資産の部）

期　別
科　目

前中間連結会計期間末
（平成21年9月30日）

当中間連結会計期間末
（平成22年9月30日）

現 金 預 け 金 ※6 53,300 20,169
コールローン及び買入手形 ― 23,000
買 入 金 銭 債 権 143 201
商 品 有 価 証 券 234 280
有 価 証 券 ※6,10 143,390 165,984
貸 出 金 ※1,2,3,4,5,7 378,386 380,992
外 国 為 替 ※5 418 1,013
リース債権及びリース投資資産 ※6 7,460 7,811
そ の 他 資 産 ※1,4,6 8,944 6,793
有 形 固 定 資 産 ※8,9 10,132 9,914
無 形 固 定 資 産 2,650 2,322
繰 延 税 金 資 産 4,799 3,758
支 払 承 諾 見 返 8,461 8,443
貸 倒 引 当 金 △6,043 △5,521
資 産 の 部 合 計 612,280 625,165

（単位：百万円）

（負債及び純資産の部） （単位：百万円）

期　別
科　目

前中間連結会計期間末
（平成21年9月30日）

当中間連結会計期間末
（平成22年9月30日）

預 金 ※6 552,720 570,341
譲 渡 性 預 金 1,880 1,370
借 用 金 ※6 6,629 6,465
そ の 他 負 債 8,645 3,702
退 職 給 付 引 当 金 1,625 1,625
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 382 380
偶 発 損 失 引 当 金 131 172
再評価に係る繰延税金負債 ※8 1,780 1,752
支 払 承 諾 8,461 8,443
負 債 の 部 合 計 582,257 594,252
資 本 金 8,000 8,000
資 本 剰 余 金 5,759 5,759
利 益 剰 余 金 11,088 11,207
自 己 株 式 △69 △76
株 主 資 本 合 計 24,778 24,890
その他有価証券評価差額金 691 1,384
土 地 再 評 価 差 額 金 ※8 2,153 2,112
評価・換算差額等合計 2,845 3,496
少 数 株 主 持 分 2,398 2,525
純 資 産 の 部 合 計 30,022 30,912
負債及び純資産の部合計 612,280 625,165

●銀行及びその子会社等の直近の2中間連結会計期間における財産の状況
中間連結財務諸表
1.　当行の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」
という。）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準
拠しております。

	 　なお、前中間連結会計期間（自平成21年4月1日　至平成21年9月30日）は改正前の中間連結財務諸表規則及び銀行法施行規則に基づき作成し、
当中間連結会計期間（自平成22年4月1日　至平成22年9月30日）は改正後の中間連結財務諸表規則及び銀行法施行規則に基づき作成しております。

2.　中間連結財務諸表は金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、有限責任監査法人トーマツの監査証明を受けております。
3.　中間連結財務諸表その他の事項の金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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中間連結損益計算書 （単位：百万円）

期　別
科　目

前中間連結会計期間
（平成21年4月1日〜平成21年9月30日）

当中間連結会計期間
（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）

経 常 収 益 9,075 8,754
資 金 運 用 収 益 5,410 5,236
（うち貸出金利息） （4,433） （4,241）
（うち有価証券利息配当金） （886） （854）
役 務 取 引 等 収 益 860 823
そ の 他 業 務 収 益 2,576 2,617
そ の 他 経 常 収 益 228 76

経 常 費 用 8,430 8,073
資 金 調 達 費 用 579 378
（う ち 預 金 利 息） （525） （331）
役 務 取 引 等 費 用 288 276
そ の 他 業 務 費 用 2,325 2,386
営 業 経 費 4,441 4,635
そ の 他 経 常 費 用 ※1 794 396
経 常 利 益 645 681
特 別 利 益 0 244
固 定 資 産 処 分 益 0 0
貸倒引当金戻入益 ─ 243
償 却 債 権 取 立 益 0 1

特 別 損 失 2 149
固 定 資 産 処 分 損 2 9
減 損 損 失 ─ 67
資産除去債務会計基準
の適用に伴う影響額 ─ 72
税金等調整前中間純利益 643 775
法人税、住民税及び事業税 32 13
法 人 税 等 調 整 額 331 379
法 人 税 等 合 計 363 393
少数株主損益調整前中間純利益 382
少 数 株 主 利 益 36 47
中 間 純 利 益 243 334

中間連結株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

期　別 
科　目

前中間連結会計期間
（平成21年4月1日〜平成21年9月30日）

当中間連結会計期間
（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）

株 主 資 本
資 本 金
前 期 末 残 高 8,000 8,000
当 中 間 期 変 動 額
当 中 間 期 変 動 額 合 計 ― ―
当 中 間 期 末 残 高 8,000 8,000
資 本 剰 余 金
前 期 末 残 高 5,759 5,759
当 中 間 期 変 動 額
当 中 間 期 変 動 額 合 計 ― ―
当 中 間 期 末 残 高 5,759 5,759
利 益 剰 余 金
前 期 末 残 高 11,000 10,990
当 中 間 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △155 △155
中 間 純 利 益 243 334
自 己 株 式 の 処 分 △0 △0
土地再評価差額金の取崩 ― 38
当 中 間 期 変 動 額 合 計 87 217
当 中 間 期 末 残 高 11,088 11,207
自 己 株 式
前 期 末 残 高 △68 △75
当 中 間 期 変 動 額
自 己 株 式 の 取 得 △2 △2
自 己 株 式 の 処 分 1 0
当 中 間 期 変 動 額 合 計 △0 △1
当 中 間 期 末 残 高 △69 △76
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（単位：百万円）

期　別 
科　目

前中間連結会計期間
（平成21年4月1日〜平成21年9月30日）

当中間連結会計期間
（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）

株 主 資 本 合 計
前 期 末 残 高 24,691 24,674
当 中 間 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △155 △155
中 間 純 利 益 243 334
自 己 株 式 の 取 得 △2 △2
自 己 株 式 の 処 分 1 0
土地再評価差額金の取崩 ― 38
当 中 間 期 変 動 額 合 計 87 215
当 中 間 期 末 残 高 24,778 24,890

評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金
前 期 末 残 高 △2,712 1,205
当 中 間 期 変 動 額
株主資本以外の項目の当
中 間 期 変 動 額（ 純 額 ） 3,404 178

当 中 間 期 変 動 額 合 計 3,404 178
当 中 間 期 末 残 高 691 1,384
土 地 再 評 価 差 額 金
前 期 末 残 高 2,153 2,150
当 中 間 期 変 動 額
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） ― △38

当 中 間 期 変 動 額 合 計 ― △38
当 中 間 期 末 残 高 2,153 2,112
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
前 期 末 残 高 △558 3,355
当 中 間 期 変 動 額
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） 3,404 140

当 中 間 期 変 動 額 合 計 3,404 140
当 中 間 期 末 残 高 2,845 3,496

少 数 株 主 持 分
前 期 末 残 高 2,363 2,480
当 中 間 期 変 動 額
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当中間期変動額（純額） 34 45

当 中 間 期 変 動 額 合 計 34 45
当 中 間 期 末 残 高 2,398 2,525
純 資 産 合 計
前 期 末 残 高 26,496 30,511
当 中 間 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △155 △155
中 間 純 利 益 243 334
自 己 株 式 の 取 得 △2 △2
自 己 株 式 の 処 分 1 0
土地再評価差額金の取崩 ― 38
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当中間期変動額（純額） 3,438 185

当 中 間 期 変 動 額 合 計 3,526 401
当 中 間 期 末 残 高 30,022 30,912

（P31より続く）
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中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

期　別 
科　目

前中間連結会計期間
（平成21年4月1日〜平成21年9月30日）

当中間連結会計期間
（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間純利益 643 775
減 価 償 却 費 356 558
減 損 損 失 ― 67
貸倒引当金の増減（△） △620 △327
退職給付引当金の増減額（△は減少） 25 20
資 金 運 用 収 益 △5,410 △5,236
資 金 調 達 費 用 579 378
有価証券関係損益（△） △26 147
為 替 差 損 益（ △ は 益 ） 0 0
固定資産処分損益（△は益） 2 9
貸 出 金 の 純 増（ △ ） 減 20,814 16,951
預 金 の 純 増 減（ △ ） 13,583 19,266
譲渡性預金の純増減（△） △2,880 △10
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 108 455
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △71 △84
コールローン等の純増（△）減 △29 △8,029
外国為替（資産）の純増（△）減 74 △590
外国為替（負債）の純増減（△） ― △2
リース債権及びリース投資資産の純増（△）減 285 △154
資 金 運 用 に よ る 収 入 5,425 5,261
資 金 調 達 に よ る 支 出 △581 △475
そ の 他 △11 △802

小　　　　計 32,271 28,177
法 人 税 等 の 支 払 額 △49 △58
営業活動によるキャッシュ・フロー 32,221 28,118

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △47,466 △65,299
有価証券の売却による収入 8,150 16,793
有価証券の償還による収入 25,404 20,711
有形固定資産の取得による支出 △378 △216
有形固定資産の売却による収入 47 0
無形固定資産の取得による支出 △266 △1
投資活動によるキャッシュ・フロー △14,509 △28,012

財務活動によるキャッシュ・フロー
配 当 金 の 支 払 額 △155 △155
少数株主への配当金の支払額 △1 △1
自己株式の取得による支出 △2 △2
自己株式の売却による収入 1 0
財務活動によるキャッシュ・フロー △158 △159

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 17,553 △53

現金及び現金同等物の期首残高 35,385 19,564

現金及び現金同等物の中間期末残高※1  52,939 19,510
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間（平成21年4月1日〜平成21年9月30日） 当中間連結会計期間（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）

１. �連 結 の 範 囲 に
関 す る 事 項

（1）連結子会社　　　4社
　　筑銀ビジネスサービス株式会社
　　ちくぎんコンピュータサービス株式会社
　　ウエスタンリース株式会社
　　筑邦信用保証株式会社
（2）非連結子会社　　該当ありません。

（1）連結子会社
	 同左

（2）非連結子会社　　同左

2 . 持 分 法 の 適 用 に
関 す る 事 項

（1）持分法適用の非連結子会社　　該当ありません。
（2）持分法適用の関連会社　　　　該当ありません。
（3）持分法非適用の非連結子会社　該当ありません。
（4）持分法非適用の関連会社　　　該当ありません。

（1）持分法適用の非連結子会社　　同左
（2）持分法適用の関連会社　　　　同左
（3）持分法非適用の非連結子会社　同左
（4）持分法非適用の関連会社　　　同左

3 . 連 結 子 会 社 の 中 間
決算日等に関する事項

　連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と同一でありま
す。

　同左

4 . 会 計 処 理 基 準 に
関 す る 事 項

（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法に
より算定）により行っております。

（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法
　同左

（2）有価証券の評価基準及び評価方法
　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平
均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時
価のあるものについては、中間連結決算日の市場価格等に基
づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のな
いものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法
（定額法）により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産
直入法により処理しております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法
　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平
均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時
価のあるものについては、中間連結決算日の市場価格等に基
づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価を把
握することが極めて困難と認められるものについては、移動
平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産
直入法により処理しております。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　同左

（4）減価償却の方法
　①有形固定資産（リース資産を除く）
　�　当行の有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却
費見積額を期間により按分し計上しております。
　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　建　物：3年～50年
　　その他：2年～20年
　�　連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用
年数に基づき、定率法により償却しております。

（4）減価償却の方法
　①有形固定資産（リース資産を除く）
　　同左

　②無形固定資産（リース資産を除く）
　�　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しており
ます。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行及
び連結子会社で定める利用可能期間（5年）に基づいて償
却しております。

　②無形固定資産（リース資産を除く）
　　同左

　③リース資産
　�　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固
定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース
期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残
存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあ
るものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零として
おります。

　③リース資産
　　同左
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前中間連結会計期間（平成21年4月1日〜平成21年9月30日） 当中間連結会計期間（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）

（5）貸倒引当金の計上基準
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則
り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債
務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等
の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る
債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額
後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回
収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。
　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥
る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権について
は、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を
総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒
実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連
部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部
署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記
の引当を行っております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等
については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が
可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として
債権額から直接減額しており、その金額は4,898百万円であ
ります。
　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸
倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額をそれぞれ引き当てております。

（5）貸倒引当金の計上基準
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則
り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債
務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等
の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る
債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額
後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回
収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。
　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥
る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」
という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残
額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒
実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連
部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部
署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記
の引当を行っております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等
については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が
可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として
債権額から直接減額しており、その金額は3,657百万円であ
ります。
　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸
倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額をそれぞれ引き当てております。

（6）退職給付引当金の計上基準
　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連
結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認め
られる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理
計算上の差異の損益処理方法は以下のとおりであります。
　過去勤務債務：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内
の一定の年数（5年）による定額法により損益処理すること
としております。
　数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平
均残存勤務期間内の一定の年数（5年）による定額法により
按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理
することとしております。

（6）退職給付引当金の計上基準
　同左

（7） 役員退職慰労引当金の計上基準
　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備
えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当
中間連結会計期間末までに発生していると認められる額を計
上しております。

（7） 役員退職慰労引当金の計上基準
　同左

（8）偶発損失引当金の計上基準
　当行の偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事
象以外の偶発事象に対し、将来発生する可能性のある損失を
見積もり、必要と認められる額を計上しております。

（8）偶発損失引当金の計上基準
　同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

表示方法の変更

前中間連結会計期間（平成21年4月1日〜平成21年9月30日） 当中間連結会計期間（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）

——————— （資産除去債務に関する会計基準）
　当中間連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会
計基準第18号平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基
準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号平成20年3月31日）を適
用しております。
　これにより、経常利益は0百万円、税金等調整前中間純利益は73百万
円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債
務の変動額は74百万円であります。

前中間連結会計期間（平成21年4月1日〜平成21年9月30日） 当中間連結会計期間（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　前中間連結会計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」
の「その他」に含めて表示していました「リース債権及びリース投資資
産の純増（△）減」は、重要性が増加したため、当中間連結会計期間よ
り区分掲記しております。なお、前中間連結会計期間の「営業活動によ
るキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれている「リース債権及び
リース投資資産の純増（△）減」は、93百万円の減少であります。

———————

——————— （中間連結損益計算書関係）
「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号平成20年12
月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則
等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第5号平成21年3月24日）の
適用により、当中間連結会計期間では、「少数株主損益調整前中間純利
益」を表示しております。

前中間連結会計期間（平成21年4月1日〜平成21年9月30日） 当中間連結会計期間（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）

（9）外貨建資産・負債の換算基準
　当行の外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場に
よる円換算額を付しております。

（9）外貨建資産・負債の換算基準
　同左

——————— （10）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び
日本銀行への預け金であります。

（11）消費税等の会計処理
　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税（以下、消費
税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。
　ただし、当行の有形固定資産に係る控除対象外消費税等は
当中間連結会計期間の費用に計上しております。

（11）消費税等の会計処理
　同左

5 . 中間連結キャッシュ・
フ ロ ー 計 算 書 に 
お け る 資 金 の 範 囲

　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び
日本銀行への預け金であります。

———————
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注記事項（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末（平成21年9月30日) 当中間連結会計期間末（平成22年9月30日)

※1.		 貸出金及びその他資産のうち、破綻先債権額は1,056百万円、延
滞債権額は13,514百万円であります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継
続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済
の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒
償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）
のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3
号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生
じている貸出金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債
権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支
払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※2.		 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は19百万円であります。
　　　なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払

日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債
権に該当しないものであります。

※3.		 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は839百万円であります。
　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものでありま
す。

※4.		 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件
緩和債権額の合計額は15,429百万円であります。

　　　なお、上記※1.から※4.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の
金額であります。

※5.		 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会
計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会
報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これによ
り受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と
いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金
額は、9,782百万円であります。

※6.		 担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産
	 　預け金	 1百万円
	 　有価証券	 5,011百万円
	 　リース債権及びリース投資資産	 3,719百万円
	 　割賦債権	 1,406百万円
	 　その他資産	 9百万円
　　　なお、割賦債権は中間連結貸借対照表のその他資産に計上してお

ります。
　　　担保資産に対応する債務
	 　預金	 2,342百万円
	 　借用金	 2,987百万円
　　�　上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券12,204

百万円及びその他資産3百万円を差し入れております。
　　　なお、その他資産のうち保証金は91百万円であります。
※7.		 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧

客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件
について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
34,150百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの（又
は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が33,650百万円ありま
す。

　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するもので
あるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社
の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。
これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他
相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受
けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項
が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動
産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎
に）予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じており
ます。

※8.		 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）
に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額について
は、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しております。

　　　再評価を行った年月日　　平成10年3月31日
　　　同法律第3条第3項に定める再評価の方法
　　　　�　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政

令第119号）第2条第4号に定める地価税の課税価格の計算の基
礎となる土地の価額に基づいて、時点修正等合理的な調整を行
って算出。

※9.		 有形固定資産の減価償却累計額	 6,312百万円
※10.	 有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2

条第3項）による社債に対する保証債務の額は450百万円でありま
す。

※1.	　貸出金及びその他資産のうち、破綻先債権額は644百万円、延滞
債権額は14,248百万円であります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継
続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済
の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒
償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）
のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3
号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生
じている貸出金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債
権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支
払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※2.	　貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は1百万円であります。
　　　なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払

日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債
権に該当しないものであります。

※3.	　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は2,217百万円であります。
　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものでありま
す。

※4.	　破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件
緩和債権額の合計額は17,112百万円であります。

　　　なお、上記※1.から※4.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の
金額であります。

※5.	　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会
計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会
報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これによ
り受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に
処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、9,453百万
円であります。

※6.　	担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産
	 　預け金	 1百万円
	 　有価証券	 5,036百万円
	 　リース債権及びリース投資資産	 3,535百万円
	 　割賦債権	 1,187百万円
	 　その他資産	 9百万円
　　　なお、割賦債権は中間連結貸借対照表のその他資産に計上してお

ります。
　　　担保資産に対応する債務
	 　預金	 2,505百万円
	 　借用金	 2,814百万円
　　�　上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券12,264

百万円及びその他資産3百万円を差し入れております。
　　　なお、その他資産のうち保証金は91百万円であります。
※7.	　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧

客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件
について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
33,892百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの（又
は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が32,892百万円ありま
す。

　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するもので
あるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社
の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。
これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他
相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受
けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項
が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動
産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎
に）予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じており
ます。

※8.	　同左

※9.	　有形固定資産の減価償却累計額	 6,634百万円
※10.	 有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2

条第3項）による社債に対する保証債務の額は500百万円でありま
す。
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前中間連結会計期間末（平成21年9月30日) 当中間連結会計期間末（平成22年9月30日)

※1.		 貸出金及びその他資産のうち、破綻先債権額は1,056百万円、延
滞債権額は13,514百万円であります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継
続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済
の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒
償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）
のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3
号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生
じている貸出金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債
権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支
払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※2.		 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は19百万円であります。
　　　なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払

日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債
権に該当しないものであります。

※3.		 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は839百万円であります。
　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものでありま
す。

※4.		 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件
緩和債権額の合計額は15,429百万円であります。

　　　なお、上記※1.から※4.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の
金額であります。

※5.		 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会
計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会
報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これによ
り受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保と
いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金
額は、9,782百万円であります。

※6.		 担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産
	 　預け金	 1百万円
	 　有価証券	 5,011百万円
	 　リース債権及びリース投資資産	 3,719百万円
	 　割賦債権	 1,406百万円
	 　その他資産	 9百万円
　　　なお、割賦債権は中間連結貸借対照表のその他資産に計上してお

ります。
　　　担保資産に対応する債務
	 　預金	 2,342百万円
	 　借用金	 2,987百万円
　　�　上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券12,204

百万円及びその他資産3百万円を差し入れております。
　　　なお、その他資産のうち保証金は91百万円であります。
※7.		 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧

客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件
について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
34,150百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの（又
は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が33,650百万円ありま
す。

　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するもので
あるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社
の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。
これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他
相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受
けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項
が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動
産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎
に）予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じており
ます。

※8.		 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）
に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額について
は、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しております。

　　　再評価を行った年月日　　平成10年3月31日
　　　同法律第3条第3項に定める再評価の方法
　　　　�　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政

令第119号）第2条第4号に定める地価税の課税価格の計算の基
礎となる土地の価額に基づいて、時点修正等合理的な調整を行
って算出。

※9.		 有形固定資産の減価償却累計額	 6,312百万円
※10.	 有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2

条第3項）による社債に対する保証債務の額は450百万円でありま
す。

※1.	　貸出金及びその他資産のうち、破綻先債権額は644百万円、延滞
債権額は14,248百万円であります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継
続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済
の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒
償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）
のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3
号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生
じている貸出金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債
権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支
払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※2.	　貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は1百万円であります。
　　　なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払

日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債
権に該当しないものであります。

※3.	　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は2,217百万円であります。
　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものでありま
す。

※4.	　破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件
緩和債権額の合計額は17,112百万円であります。

　　　なお、上記※1.から※4.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の
金額であります。

※5.	　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会
計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会
報告第24号）に基づき金融取引として処理しております。これによ
り受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に
処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、9,453百万
円であります。

※6.　	担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産
	 　預け金	 1百万円
	 　有価証券	 5,036百万円
	 　リース債権及びリース投資資産	 3,535百万円
	 　割賦債権	 1,187百万円
	 　その他資産	 9百万円
　　　なお、割賦債権は中間連結貸借対照表のその他資産に計上してお

ります。
　　　担保資産に対応する債務
	 　預金	 2,505百万円
	 　借用金	 2,814百万円
　　�　上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券12,264

百万円及びその他資産3百万円を差し入れております。
　　　なお、その他資産のうち保証金は91百万円であります。
※7.	　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧

客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件
について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを
約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
33,892百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの（又
は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が32,892百万円ありま
す。

　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するもので
あるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社
の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。
これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他
相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受
けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項
が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動
産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎
に）予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じており
ます。

※8.	　同左

※9.	　有形固定資産の減価償却累計額	 6,634百万円
※10.	 有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2

条第3項）による社債に対する保証債務の額は500百万円でありま
す。

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間（平成21年4月1日〜平成21年9月30日） 当中間連結会計期間（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）

※1.		 その他経常費用には、貸出金償却50百万円、貸倒引当金繰入額
169百万円、株式等売却損12百万円及び株式等償却235百万円を含
んでおります。

※1.　	その他経常費用には、貸出金償却32百万円、株式等売却損18百
万円及び株式等償却212百万円を含んでおります。

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

2　配当に関する事項
　　（1）当中間連結会計期間中の配当金支払額

　　（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

2　配当に関する事項
　　（1）当中間連結会計期間中の配当金支払額

　　（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

当中間連結会計期間（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）

前連結会計年度末
株式数

当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計期間末
株式数 摘要

発 行 済 株 式
普 通 株 式 62,490 ― ― 62,490
合 計 62,490 ― ― 62,490

自 己 株 式 　 　 　 　
普 通 株 式 179 6 0 185 注
合 計 179 6 0 185

前連結会計年度末
株式数

当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計期間末
株式数 摘要

発 行 済 株 式
普 通 株 式 62,490 ― ― 62,490
合 計 62,490 ― ― 62,490

自 己 株 式 　 　 　 　
普 通 株 式 160 6 3 163 注
合 計 160 6 3 163

（注）	普通株式の自己株式の株式数の増加6千株は、単元未満株式の買取りによる増加、普通株式の自己株式の株式数の減少0千株は、単元未満株式の買増請求による減少
であります。

（注）	普通株式の自己株式の株式数の増加6千株は、単元未満株式の買取りによる増加、普通株式の自己株式の株式数の減少3千株は、単元未満株式の買増請求による減少
であります。

（単位：千株）

（単位：千株）

（中間連結株主資本等変動計算書関係）
前中間連結会計期間（平成21年4月1日〜平成21年9月30日）

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間（平成21年4月1日〜平成21年9月30日） 当中間連結会計期間（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）
※1.　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係
※1.　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係
（単位：百万円） （単位：百万円）

平成21年９月30日現在 平成22年９月30日現在
現金預け金勘定 53,300 現金預け金勘定 20,169
定期預け金 △1 定期預け金 △1
その他預け金（除く日銀預け金） △359 その他預け金（除く日銀預け金） △657
現金及び現金同等物 52,939 現金及び現金同等物 19,510

(決議) 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たりの
金額（円） 基準日 効力発生日

平成22年6月29日
定時株主総会 普通株式 155 2.50 平成22年3月31日 平成22年6月30日

(決議) 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たりの
金額（円） 基準日 効力発生日

平成21年6月26日
定時株主総会 普通株式 155 2.50 平成21年3月31日 平成21年6月29日

（決議） 株式の種類 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 １株当たりの金額

(円) 基準日 効力発生日
平成22年11月12日

取締役会 普通株式 155 利益剰余金 2.50 平成22年9月30日 平成22年12月10日

（決議） 株式の種類 配当金の総額
(百万円) 配当の原資 １株当たりの金額

(円) 基準日 効力発生日
平成21年11月12日

取締役会 普通株式 155 利益剰余金 2.50 平成21年9月30日 平成21年12月10日
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（リース取引関係）

（金融商品関係）

前中間連結会計期間（平成21年4月1日〜平成21年9月30日） 当中間連結会計期間（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）

1.	 ファイナンス・リース取引
（借主側）　金額に重要性がないため記載しておりません。
（貸主側）　金額に重要性がないため記載しておりません。
2.	 オペレーティング・リース取引
　�　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過
リース料

（借主側）	 	 １年以内	 16百万円
	 	 	 １年超	 57百万円
	 	 	 合　計	 74百万円
（貸主側）　金額に重要性がないため記載しておりません。

1.	 ファイナンス・リース取引
（借主側）　金額に重要性がないため記載しておりません。
（貸主側）　金額に重要性がないため記載しておりません。
2.	 オペレーティング・リース取引
　�　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過
リース料

（借主側）	 	 １年以内	 14百万円
	 	 	 １年超	 33百万円
	 	 	 合　計	 47百万円
（貸主側）　金額に重要性がないため記載しておりません。

当中間連結会計期間（平成22年4月1日～平成22年9月30日）
金融商品の時価等に関する事項
　平成22年9月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困
難と認められる非上場株式は、次表には含めておりません（（注2）参照）。また、デリバティブ取引を除くその他資産・負債に含まれている金融商品
には重要性がないため、記載を省略しております。

中間連結貸借対照表計上額 時　価 差　額
⑴ 現金預け金 20,169 20,169 ─
⑵ コールローン及び買入手形 23,000 23,000 ─
⑶ 買入金銭債権 201 201 ─
⑷ 商品有価証券 　 　 　
　 売買目的有価証券 280 280 ─
⑸ 有価証券 　 　 　
　 満期保有目的の債券 2,033 2,022 △10
　 その他有価証券 163,296 163,296 ─
⑹ 貸出金 380,992 　 　
　　 貸倒引当金（＊１） △4,747 　 　
　 376,244 380,281 4,037
⑺ 外国為替 1,013 1,013 ─
⑻ リース債権及びリース投資資産 7,811 　 　
　　 貸倒引当金（＊１） △178 　 　
　 7,633 7,879 246
資産計 593,872 598,146 4,273
⑴ 預金 570,341 570,875 534
⑵ 譲渡性預金 1,370 1,370 ─
⑶ 借用金 6,465 6,471 6
負債計 578,176 578,717 541
デリバティブ取引（＊２） 　 　 　
　ヘッジ会計が適用されていないもの 0 0 ─
　ヘッジ会計が適用されているもの ─ ─ ─
デリバティブ取引計 0 0 ─

（＊１）貸出金並びにリース債権及びリース投資資産に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（　）で表示しております。

（単位：百万円）

（注１）	 金融商品の時価の算定方法
資　産
⑴　現金預け金
　�　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、預入期間に
基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。なお、預入期間が短期間（1年以内）のもの
は、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
　
⑵　コールローン及び買入手形
　�　コールローン及び買入手形については、約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま
す。
　
⑶　買入金銭債権
　�　買入金銭債権については、約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
　
⑷　商品有価証券
　�　商品有価証券については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。
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その他有価証券評価差額金
中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

区　　分 前中間連結会計期間末
（平成21年9月30日）

当中間連結会計期間末
（平成22年9月30日）

評　　　　　　価　　　　　　差　　　　　　額 1,132 2,306
そ の 他 有 価 証 券 1,132 2,306

（△）�繰 延 税 金 負 債 439 921
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 692 1,385
（△）�少 数 株 主 持 分 相 当 額 0 1
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 691 1,384

（単位：百万円）

リスク管理債権額

項　　目 前中間連結会計期間末
（平成21年9月30日）

当中間連結会計期間末
（平成22年9月30日）

破 綻 先 債 権 額 1,056 644
延 滞 債 権 額 13,514 14,248
3 ヵ 月 以 上 延 滞 債 権 額 19 1
貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 839 2,217
合　　　　　　　　　　計 15,429 17,112

（単位：百万円）

⑸　有価証券
　�　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、公表されている基準価格によっておりま
す。
　　自行保証付私募債等は、⑹の貸出金に準じた方法により時価を算定しております。
　
⑹　貸出金
　�　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似
していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率、又は、
期待損失率等を織り込んだ理論値金利を基礎とした利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価
額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
　�　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価
は中間連結決算日における中間連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。
　�　貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時
価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。
　
⑺　外国為替
　�　外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金（外国他店預け）、外国為替関連の輸出手形・旅行小切手等（買入外国為替）、輸入手形による手形貸付（取立外
国為替）等であります。これらは、満期のない預け金、又は約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を
時価としております。
　
⑻　リース債権及びリース投資資産
　�　リース債権及びリース投資資産は、元利金の合計額を同様の新規契約を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、破綻先、
実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間連結決算日
における中間連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。
　
負　債
⑴　預金、及び　⑵　譲渡性預金
　�　要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに
区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。
なお、預入期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
　
⑶　借用金
　�　借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行及び連結子会社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価
は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金
の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と
近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
　

（注２）	 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産　⑸　その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）

区　分 中間連結貸借対照表計上額
非上場株式（＊ 1）（＊ 2） 654

合　計 654
（＊1）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。
（＊2）当中間連結会計期間において、非上場株式について4百万円減損処理を行っております。
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（注）	1.		 告示第28条第2項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出
資証券を含む。）であります。

	 2.		 告示第29条第1項第3号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
	 	 （1）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
	 	 （2）一定の場合を除き、償還されないものであること
	 	 （3）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
	 	 （4）利払い義務の延期が認められるものであること
	 3.		 告示第29条第1項第4号及び第5号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。
	 4.		 告示第31条第1項第1号から第6号に掲げるものであり、他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額、及び第2号に規定するものに対する投資に相当す

る額が含まれております。

連結自己資本比率（国内基準）
（単位：百万円）

（自己資本比率の状況）
（参考）
　自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するため
の基準（平成18年金融庁告示第19号。以下、「告示」という。）に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。
　なお、当行は、国内基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出においては標準的手法を採用しております。

項 目 平成21年9月30日 平成22年9月30日

基本的項目
（ T i e r 1 ）

資 本 金 8,000 8,000
う ち 非 累 積 的 永 久 優 先 株 ― ―

新 株 式 申 込 証 拠 金 ― ―
資 本 剰 余 金 5,759 5,759
利 益 剰 余 金 11,088 11,207
自 己 株 式（△） 69 76
自 己 株 式 申 込 証 拠 金 ― ―
社 外 流 出 予 定 額（△） 155 155
そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損（△） ― ―
為 替 換 算 調 整 勘 定 ― ―
新 株 予 約 権 ― ―
連 結 子 法 人 等 の 少 数 株 主 持 分 2,398 2,524
うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 ― ―

営 業 権 相 当 額（△） ― ―
の れ ん 相 当 額（△） ― ―
企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△） ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△） ― ―
繰延税金資産の控除前の[基本的項目]計（上記各項目の合計額） ― ―
繰 延 税 金 資 産 の 控 除 金 額（△） ― ―

計 （A） 27,020 27,258
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注1） ― ―

補完的項目
（ T i e r 2 ）

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 1,770 1,739
一 般 貸 倒 引 当 金 2,159 2,230
負 債 性 資 本 調 達 手 段 等 ― ―
う ち 永 久 劣 後 債 務�（注2） ― ―
うち期限付劣後債務及び期限付優先株（注3） ― ―

計 3,929 3,969
う ち 自 己 資 本 へ の 算 入 額（B） 3,757 3,768

控 除 項 目 控 除 項 目�（注4）（C） 22 ―
自己資本額 （A）＋（B）−（C） （D） 30,755 31,027

リ ス ク ・
アセット等

資 産（ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項 目 294,571 301,684
オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目 1,494 1,449
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額（E） 296,065 303,134
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（（G）／8％）（F） 21,917 21,597
（参考）オペレーショナル・リスク相当額（G） 1,753 1,727
計 （ E ） + （ F ）（H） 317,982 324,731

連結自己資本比率（国内基準）＝Ｄ×100Ｈ 9.67％ 9.55％

（参考）Tier1比率＝Ａ×100Ｈ 8.49％ 8.39％
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2.所在地別セグメント情報

3.国際業務経常収益

（単位：百万円）

（注）	1.		 事業区分は、連結会社の事業内容により区分しております。なお、一般企業の売上高及び営業利益に代えてそれぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
	 2.		 各事業の主な取扱業務は、次のとおりであります。
	 	 （1）銀行業……………銀行業及びそれに付随し、関連する業務
	 	 （2）リース業…………リース業及びそれに付随し、関連する業務
	 	 （3）その他の事業……債務保証業及びそれに付随し、関連する業務
	 3.		 経常費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能経常費用の金額はありません。

期 別
科 目

当中間連結会計期間（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）
銀行業 リース業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

経 常 収 益
（1）外部顧客に対する経常収益 6,151 2,573 30 8,754 ― 8,754
（2）セグメント間の内部経常収益 31 131 18 180 （� 180） ―

計 6,182 2,704 48 8,935 （� 180） 8,754
経 常 費 用 5,622 2,606 25 8,254 （� 180） 8,073
経 常 利 益 560 98 23 681 （� 0） 681

1.事業の種類別セグメント情報
（セグメント情報）

期 別
科 目

前中間連結会計期間（平成21年4月1日〜平成21年9月30日）
銀行業 リース業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

経 常 収 益
（1）外部顧客に対する経常収益 6,540 2,503 32 9,075 ― 9,075
（2）セグメント間の内部経常収益 29 160 20 210 （� 210） ―

計 6,570 2,663 52 9,286 （� 210） 9,075
経 常 費 用 6,005 2,619 18 8,644 （� 213） 8,430
経 常 利 益 564 44 33 642 3 645

（単位：百万円）

（注）	1.		 事業区分は、連結会社の事業内容により区分しております。なお、一般企業の売上高及び営業利益に代えてそれぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
	 2.		 各事業の主な取扱業務は、次のとおりであります。
	 	 （1）銀行業……………銀行業及びそれに付随し、関連する業務
	 	 （2）リース業…………リース業及びそれに付随し、関連する業務
	 	 （3）その他の事業……債務保証業及びそれに付随し、関連する業務
	 3.		 経常費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能経常費用の金額はありません。
	 4.		 中間連結財務諸表において貸倒引当金は169百万円の繰入となっています。その他の事業の個別中間財務諸表において特別利益に計上している貸倒引当金戻入

益８百万円を、中間連結財務諸表では経常費用より減算しているため、その他の事業の経常費用が18百万円となっています。なお、その他の事業の個別中間財
務諸表における経常費用（貸倒引当金繰入額を除く）は前中間連結会計期間25百万円、当中間連結会計期間26百万円であります。

前中間連結会計期間（平成21年4月1日〜平成21年9月30日) 当中間連結会計期間（平成22年4月1日〜平成22年9月30日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の
記載を省略しております。

同左

前中間連結会計期間（平成21年4月1日〜平成21年9月30日) 当中間連結会計期間（平成22年4月1日〜平成22年9月30日)

国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収
益の記載を省略しております。

同左
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（1株当たり情報） （単位：円）

（注）	1.		 1株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間末
（平成21年9月30日）

当中間連結会計期間末
（平成22年9月30日）

純資産の部の合計額 30,022 30,912
純資産の部の合計額
か ら 控 除 す る 金 額 2,398 2,525
（うち少数株主持分） 2,398 2,525
普通株式に係る中間期末の純資産額 27,623 28,386
１株当たり純資産額の算定に用いられた
中 間 期 末 の 普 通 株 式 の 数 62,326�千株 62,305�千株

（単位：百万円）

（単位：百万円）

	 3.		 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。

	 2.		 1株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

前中間連結会計期間
（平成21年4月1日〜平成21年9月30日）

当中間連結会計期間
（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）

1株当たり中間純利益金額
中 間 純 利 益 243 334
普通株主に帰属しない金額 ― ―
普通株式に係る中間純利益 243 334
普通株式の中間期中平均株式数 62,328�千株 62,307�千株

前中間連結会計期間
（平成21年4月1日〜平成21年9月30日）

当中間連結会計期間
（平成22年4月1日〜平成22年9月30日）

1 株 当 た り 純 資 産 額 443.20 455.60
1株当たり中間純利益金額 3.91 5.37
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